
2013.10.18 広報いずも 2

平
成
23
年
度

決
算
報
告

※収益的収支は、１年間の営業収支
※資本的収支は、設備投資などに伴う収支。収入不足額は、損益勘定内部留保資金等（積立金など）で補てんします。

平
成
24
年
度
の
市
の
決
算
が
９
月
議
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。

昨
年
度
、市
の
お
金
が
ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
た
の
か
を
お
知
ら

せ
し
ま
す
。

平
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年
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一
般
会
計

歳 入　819億2,238万円

水道事業会計（税込み）

収益的収支
収入　26億6,691万円
支出　25億6,430万円

資本的収支
収入　  5億2,119万円
支出　18億6,920万円

病院事業会計（税込み）

収益的収支
収入　27億1,024万円
支出　30億7,370万円

資本的収支
収入　  1億8,336万円
支出　  3億   170万円

会　計　名 歳　入 歳　出
国民健康保険
事業 181億8,055万円 177億3,415万円

国民健康保険
橋波診療所事業 888万円 887万円

診療所事業 9,660万円 8,550万円

後期高齢者
医療事業 34億4,877万円 34億　873万円

介護保険事業 151億　710万円 149億1,415万円

簡易水道事業 17億7,998万円 17億4,444万円

下水道事業 74億4,150万円 69億9,457万円

農業・漁業集落
排水事業 24億6,673万円 24億5,347万円

会　計　名 歳　入 歳　出

浄化槽設置事業 1億4,457万円 1億4,457万円

風力発電事業 4,111万円 4,111万円

ご縁ネット事業 8,451万円 8,318万円

企業用地造成
事業 3億2,499万円 3億2,499万円

駐車場事業 9,264万円 9,264万円

住宅新築資金等
貸付事業 358万円 252万円

高野令一
育英奨学事業 259万円 259万円

廃棄物
発電事業 2,558万円 2,061万円

合　　　計 492億4,968万円 480億5,609万円

企業会計

特別会計

お
た
ず
ね

財
政
課 
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�
６
６
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８

市　税
200億2,037万円

24.4%

地方交付税
246億9,071万円

30.1%

市　債
98億4,260万円

12.0%

国庫支出金
91億9,596万円

11.2%

使用料及び手数料
15億2,499万円

1.9%

繰入金
19億3,779万円

2.4%

繰越金
14億3,933万円

1.8%
諸収入 28億6,561万円 3.5%

分担金及び負担金
14億7,335万円

1.8%

自主財源　36.3%

依存財源　63.7%

財産収入など
3億8,813万円 0.5%

県支出金
54億7,703万円 6.7%

地方譲与税など
30億6,651万円 3.7%

市民の皆さんに納めていただく税金。
住民税、固定資産税、軽自動車税など

市が自ら調達できる財源

国や県の基準に依存して
調達する財源

一定水準のサービスの提供に不足す
る財源をカバーするため、国から交付
されるお金。使い方は限定されません。

道路や学校の建設など大
事業を行う際の借入金

県から交付されるお金。使い方は限
定されます。補助金、委託金など

国税として徴収され、市に譲与さ
れるお金。自動車重量譲与税など

国から交付されるお金。
使い方は限定されます。 
補助金、委託金など

公共施設の使用料や特定
のサービスに対して徴取す
るお金。市営住宅使用料、
印鑑登録証明手数料など

特別会計や基金など、他の
会計から受け入れたお金

前年度から持ち越されたお金
他の収入科目に含まれない収入をまとめた
もの。市税の延滞金、貸付金の返還金など

土地・建物の貸付収入、寄附金など

市の事業により特定の利益を
受ける方から徴収するお金。
保育所の保育料など

※ ※

※

※

※
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平成 24 年度の決算を、前年度と比較すると次のとおりです。なお、比較は普通会計（注）により行っています。

歳 出　800億8,412万円

◎歳入・歳出決算額

◎性質別歳出の状況

項目 平成24年度 平成23年度 増減額
歳入総額 821 億 5,576 万円 859 億 4,552 万円 △ 37 億 8,976 万円
歳出総額 803 億   400 万円 844 億 8,965 万円 △ 41 億 8,565 万円
歳入歳出差引 18 億 5,176 万円 14 億 5,587 万円 3 億 9,589 万円
翌年度に繰り越すべき財源 2 億 8,114 万円 3 億 7,905 万円 △ 9,791 万円
実質収支 15 億 7,062 万円 10 億 7,682 万円 4 億 9,380 万円
実質単年度収支 14 億 5,806 万円 12 億 2,422 万円 2 億 3,384 万円

項目 平成24年度 平成23年度 対前年度増減
803 億　 400 万円 844 億 8,965 万円 △ 41 億 8,565 万円
416 億 2,096 万円 418 億 8,784 万円 △ 2 億 6,688 万円
118 億 7,319 万円 117 億 5,735 万円 1 億 1,584 万円

うち職員給 73 億 3,543 万円 73 億 9,248 万円 △ 5,705 万円
扶助費 139 億 8,805 万円 137 億 8,181 万円 2 億　 624 万円

157 億 5,972 万円 163 億 4,868 万円 △ 5 億 8,896 万円
うち任意繰上償還 9 億 3,907 万円 15 億 7,685 万円 △ 6 億 3,778 万円

120 億 5,670 万円 112 億 9,580 万円 7 億 6,090 万円
普通建設事業 116 億 6,482 万円 111 億 6,155 万円 5 億　 327 万円
災害復旧事業 3 億 9,188 万円 1 億 3,425 万円 2 億 5,763 万円

266 億 2,634 万円 313 億　 601 万円 △ 46 億 7,967 万円
物件費 106 億 1,708 万円 111 億 2,849 万円 △ 5 億 1,141 万円
維持補修費 6 億 3,810 万円 5 億 9,386 万円 4,424 万円
補助費等 39 億 9,272 万円 48 億 6,189 万円 △ 8 億 6,917 万円
積立金 6 億 1,273 万円 30 億 8,784 万円 △ 24 億 7,511 万円
投資及び出資・貸付金 15 億 6,760 万円 18 億 5,953 万円 △ 2 億 9,193 万円
繰出金 91 億 9,811 万円 97 億 7,440 万円 △ 5 億 7,629 万円

決算状況（普通会計）

歳出合計
義務的経費

投資的経費

その他経費

人件費

公債費

民生費
227億2,387万円

28.4%

公債費
157億1,502万円

19.6%

総務費
75億4,931万円

9.4%

議会費 4億8171万円 0.6%

労働費
1億3,052万円

0.2%

災害復旧費 3億9,624万円 0.5%

諸支出金 8億2,600万円 1.0%

教育費
95億3,098万円 11.9%

土木費
85億7,357万円

10.7%

衛生費
55億6,998万円

7.0%

農林水産業費
41億3,011万円

5.2%

消防費
23億6,331万円

2.9%

商工費
20億9,350万円 2.6%

高齢者福祉、障がい者福
祉、生活保護などに使わ
れるお金

市債の返済、一時借入金
の利子の支払いに使わ
れるお金

大雨や暴風などによって被害を受けた
施設等の復旧に使われるお金

就労事業や労働福祉
関連の融資制度等に
使われるお金

学校教育・社会教育の充実、スポーツ振
興などに使われるお金

道路や河川、市営住宅など
の整備に使われるお金

予防接種や健診、ごみ処理
などに使われるお金

農林水産業の振興や基盤
整備に使われるお金

消防や防災対策に使われ
るお金

他の支出科目に含まれない経費をまとめたもの。土地開発公社への貸付金

議会の活動に使われるお金

商工業や観光の振興に使われるお金

庁舎の維持管理、税金の
徴収などに使われるお金

（注）普通会計とは、自治体毎に会計の組み方が異なるため、財政比較や統計分析に用いる仮の会計です。
出雲市では、一般会計のほか、右の特別会計のうち※印のある会計（駐車場事業は一部）を合算したものです。
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市
税
の
徴
収
状
況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す

　

市
税
は
、
み
な
さ
ん
の
生
活
に
欠

か
す
こ
と
の
で
き
な
い
市
民
サ
ー
ビ

ス
の
原
資
と
な
る
、
大
切
な
自
主
財

源
で
あ
り
、
公
平
な
負
担
を
確
保
す

る
こ
と
が
必
要
で
す
。

　

こ
の
市
税
に
つ
い
て
、
平
成
24
年

度
市
税
の
収
納
状
況
及
び
滞
納
処
分

（
差
押
）の
状
況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

税
金
は
、
定
め
ら
れ
た
納
期
ま
で

に
、
自
主
的
に
納
め
て
い
た
だ
く
も

の
で
す
。

　

し
か
し
、
納
付
が
可
能
で
あ
る
に

も
関
わ
ら
ず
納
付
さ
れ
な
い
滞
納
者

に
対
し
て
は
、
大
多
数
の
納
期
内
納

税
者
と
の
公
平
性
を
確
保
す
る
た
め

に
、
法
令
に
基
づ
き
財
産
の
差
押
を

◎平成24年度市税の収納状況

◎収入未済額（普通会計）

～納税は口座振替で～市税・保険料の支払いは、便利で確実な口座振替をご利用ください。

◎平成24年度滞納処分（差押）の状況※１

区　分 収納率 収入未済額
現年度分 ９８．９２％ ２０１，４５６千円

滞納繰越分 ２３．５７％ ４４３，９６４千円

Ｈ 24 年度分 Ｈ 23 年度分 増減分
８４１, ９０３千円 ９６６, ０５０千円 △１２４, １４７千円

差押財産 預貯金 給与 その他債権 不動産 動産（※２） 計
件　数 430 232 80 8 15 765

※滞納繰越分　H23年度以前から繰り越された未収入の市税です。

※収入未済額：市税、使用料及び手数料、分担金及び負担金等です

※１：市では市税に加え、国民健康保険料、介護保険料、
　　　後期高齢者医療保険料の徴収も収納課で行っています。
　　　それらの徴収にかかる処分も含みます。
※２：動産とは、捜索により差押えた絵画、陶器等の物品類です。

おたずね・ご相談／収納課（☎21－6647）

納期内に納付されなかった場合、督促手数料や
延滞金を請求しますので、納期までに納付して
ください。

【平成24年度決算の特徴】
　歳入の減少は、主に交付税の減額及び斐川町との合併に伴い市町村圏事業基金繰入金を廃止したことによるもの
であり、歳出の減少は、主に財政調整基金積立金の減額、合併に伴う各種電算システム統合事業及び水産物産地市
場整備事業が終了したことによるものです。また、行財政改革の効果等により実質単年度収支が改善しました。

◎地方債・積立金現在高（普通会計）

◎地方債残高の推移 ◎積立金現在高の推移
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項目 平成24年度 平成23年度 増減額

地方債現在高 1,331 億　 739 万円 1,369 億 9,987 万円 △ 38 億 9,248 万円

積立金現在高 77 億 2,752 万円 82 億 4,519 万円 △　5 億 1,767 万円

財政調整基金・減債基金 34 億 4,824 万円 43 億 6,888 万円 △　9 億 2,064 万円

その他 42 億 7,928 万円 38 億 7,631 万円 △　4 億　 297 万円

実質公債費比率 21.0% 21.4% △   0.4%

将来負担比率 224.2% 237.7% △ 13.5%

行
っ
て
い
ま
す
。

　

一
方
、
や
む
を
得
な
い
理

由
で
納
期
内
に
納
め
る
こ
と

が
困
難
な
方
に
は
、
収
納
課

で
相
談
を
受
け
付
け
て
い
ま

す
。ま
た
、「
日
曜
納
税
相
談
」

（
開
催
日
は
、
34
ペ
ー
ジ
参

照
）
も
開
催
し
て
い
ま
す
の

で
お
出
か
け
く
だ
さ
い
。


